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　 2020 年、 これまで経験し たこ と のないコロナ禍が全世界に蔓延

しました。 人と人が接する機会が奪われ、 自由に語り 合う ことがで

きなく なり ました。 こう したなか、 労働組合はこれまでのよう な対

話を中心と した運動が困難な状況に陥り ました。

　 生活と仕事を守るため、 多く の労働組合は苦闘を重ねました。 組

合運動の原動力と言える“ 要求” はコロナ禍で多様化しました。

　 各労働現場に押し付けられたコロナ禍での影響はどのよう なもの

であったか、 そしてどのよう な苦労と創意工夫があったか、 そんな

思いを共有できないものか。 愛労連民間部会は、 アンケート 調査に

乗り 出しました。

　 2020 年秋に中立労組や愛労連傘下の労働組合を対象に行なった

「 職場活動アンケート 」 は、 予想を超える 215 組合から集約さ れま

した。 今回、 労働問題研究者を含めて分析を行ない、 ここに調査結

果がまとまり ましたので、 冊子と してまとめました。 今後の活動の

一助になれば幸甚です。 なお、 今後第２ 弾のアンケート にも取り 組

んでいきます。

　 2021 年７ 月

愛労連民間部会
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「 コロナ禍における労働組合の職場活動アンケート 調査」分析結果について

１ ， はじめに

　 この報告書は、 2020 年 12 月から 2021 年１ 月にかけて、 愛労連が実施した「 コロナ

禍における労働組合の職場活動アンケート 調査」 を、 分析したものです。 当アンケー

ト は、 愛労連傘下の労働組合から 49、 愛労連にも連合にも参加し ていない労働組合か

ら 166 の回答があり 、 当初の予想を超えて多く の回答をいただきました。 ご協力をい

ただいた労働組合のみなさん、 ありがと う ございました。

　 アンケート を実施した当初は、 コロナウィ ルスの感染拡大によって、 社会・ 経済が

大きく 制約を受け、 それに対して労働組合がどう 対処しているのかを調べよう と思っ

ていました。 しかし 、 回収されたアンケート を見ると 、 厳しい状況の中で苦悩しなが

らも、 試行錯誤する労働組合のみなさんの姿が垣間見られ、 ただ現状を知るだけでは

なく 、 困難な事態を打開するために共にできることは何なのかを、 考えることが求め

られているのではないかと考え直しました。

　 そこでこの報告書では、 みなさんからのご回答をもとに、 コロナ禍における労働組

合の職場活動を、

　 ・ コロナ禍の状況について（ ２ , 経営や先行きの不透明さに対する不安）

　 ・ 雇用の状況について（ ３ , やはり非正規に集中する緊急時の解雇）

　 ・ 労働組合の状況について（ ４ , 試行錯誤で進めた労働組合の活動）

　 ・ 企業のコロナ対策について（ ５ , 休業とテレワークによるコロナ対策）

　 の４ つに大別し て分析し 、 その上で共にできることには、 どのよう なものがあるの

かを考察、 提案します。

　 なお、 アンケート に記載してもらった業種は 29 種類となっていますが、 調査結果の

検討においては、産業分類を大別し 、建設業、製造業、貨物運送業、旅客運送業、卸売業、

医療福祉保育教育業、 サービス業、 その他業種の８ 種類に統合・ 一部分割し 、 分析し

ました。 アンケート 結果の詳細については、 付属の資料をご参照く ださい。

２ ， 経営や先行きの不透明さに対する不安

　 アンケート 調査の自由解答欄で最多数だったのが、 経営や先行きの不透明さに対す

る不安を訴える声でした。 特にタ クシーや観光業（ 旅客運送業） は、 急速に業績が悪

化しており 、 危機的な状況にあり ました。

　 またそれ以外の分野でも、 製造業や貨物運送業、 建設業では、 景況の悪化によって

生産・ 営業が縮小され、 それが人員の削減につながるという 状況にあり 、 景況の悪化

に対して不安を抱いている様子が、はっきり と読み取れました。 2020 年３ 月期決算（ 前
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期決算） での業績が前年を下回ったとの回答は131 組合（ 61％）、 受注・ 売上の見込み

では厳しい見通し の職場が 104 組合（ 48.4％）、 資金繰り については苦慮していると回

答した職場が 37 組合（ 17.2％） と 、 かなり厳しい状況であったことが分かります。

　 このよう に景気という 個別の企業では対応が難しい要因によって、 経営が大きく 左

右さ れる環境に置かれている企業が多い中、 雇用調整助成金を除いて公的な支援がな

いことは、 景況が悪化したときの経営の選択肢を大きく 狭めています。 政府の支援を

受けられないために、 事業所ごと に個別に対応をせざるを得ず、 経営の悪化を人件費

で調整するために、 正規社員の賞与減と非正規社員、 特に派遣社員の雇用調整で対応

するため、 結果として派遣切りをせざるを得ないし く み（ 社会構造） になっています。

３ ， やはり非正規に集中する緊急時の解雇

　 雇用調整のあった職場では、 圧倒的に派遣社員の契約満了が主でし た。 パート やア

ルバイト 労働者も解雇されていましたが、 その割合は少数です。 また正規社員につい

ては、 調査時点では雇用が守られている様子でした。

　 正規社員に対し、人員削減・ リスト ラが実施されたのは９ 組合（ 4.2％） となっており 、

賃金減額などがほとんどで、 人員削減が実施されたという 結果にはなっていませんで

した。 非正規社員に対する人員削減の実施については、１ 割程度の 21 組合で確認され、

その業種は、 製造業 11 組合、 運輸業６ 組合となっており、 運輸の中でも旅客運送業は

２ 割の組合で実施されていました。

　 一時金については、 去年の実績を上回った組合が13、 下回った組合が83（ 38.7％）

となり 、 一時金によって経営の悪化を調整している様子がう かがえます。

　 派遣社員の雇用について少し詳し く 見てみると 、 契約満了がほとんどで、 2009 年度

に社会問題となった派遣切り のよう に、 契約期間中の解雇は行われていない様子でし

た。 また今回のアンケート と は別に、 愛労連で行っている労働相談の様子からも 、 寮

から追い出されるという よう な強引な事態はなく 、 法令と契約に則った対応がなされ

ているよう です。

　 非正規社員の雇用については、 派遣社員にも雇用調整助成金を支給し 、 派遣切り を

しなく てもコロナ禍の経営危機を乗り 越える方策があるのではないかと考えられます。

派遣社員が雇用調整助成金を受給するには、 派遣元の会社の申請が必要ですが、 派遣

先の労働組合からの発案で、派遣先企業から派遣元の会社に要請をすれば、場合によっ

ては雇用の維持が可能なのではないでし ょ う か。 と もに働く 派遣社員が雇用を維持さ

れ、 景気が回復した後も一緒に働き続けることができれば、 現場の負担も大きく 軽減

されます。
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４ ， 試行錯誤で進めた労働組合の活動

　 労働組合の活動状況については、 現場に行けない、 会合ができない、 イベント を中

止したという 声が寄せられました。 その結果、 組合員とのコミ ュニケーショ ン不足や、

職場の実状を把握できないといった状況が報告されており 、 労働組合による日常的な

職場の監視機能が、 果たせなく なっている様子が伺えます。 労働組合の会合を、 Zoom

などのオンラインツールを積極的に使って行う など、 工夫をしている労働組合もあり

ますが、 会合以外の活動をどのよう に展開したら良いのかという 点は、 課題が残され

ています。

　 執行委員会ができなかった、 組合員同士の交流会ができなかった職場が 172 組合

（ 80％）、 団体交渉ができなかったのが 19 組合、 組合員交流ができなかったのが 124 組

合あり ました。 特に旅客運送業では、 営収の落ち込みが激しかったため、 団体交渉に

至らなかったことがう かがえました。

　 また、 コロナ禍での組合活動について、 情報共有を求める意見もあり ました。 調査

時点では全体的に、 コロナ禍に応じ た新しい活動を展開している様子はなく 、 従来通

り の対応に留まっており 、 どう してよいのか困惑している様子がう かがえました。 非

正規社員の解雇や雇い止めが行われていると回答した職場の労働組合も、 それ以上の

言及がなく 、 どう 対応してよいのか方策がないのではないかと考えられます。

　 他方で、 人手不足に陥っている職場の労働組合から、 可能であれば他の職場の余剰

人員を一時的にでも受け入れたいとの、 重要な提起があり ました。 雇用の情報を熟知

している労働組合同士が、 職場を越えて連携し 、 共同で転職を含む雇用の継続支援を

することができれば、 労働者に対する解雇や雇い止めによる影響も、 かなり 緩和され

るのではないかと 考えられます。 長期的な人手不足の傾向にある中で、 企業で育成し

た人材を無駄に切り 捨てることのないよう に、 職場間（ 労働組合間） で大切に扱う こ

とが、 これからは求められるのではないでしょ う か。

５ ， 休業とテレワークによるコロナ対策

　 感染防止のため、 多く の職場で一時休業やテレワーク （ 在宅勤務） が導入されてい

たこと が明らかになり まし た。 一時休業（ 在宅勤務を含む） が実施さ れた組合が 138

（ 64.2％） で、 産業別に見ると、 卸売業で 85.7％、 サービス業で 80.0％、 その他業種で

75.0％、 建設業で 69.0％、 製造業で 62.3％と高く なっていました。 全体的に一時休業と

テレワークが、 企業によるコロナ対策の主な方法でした。 生産・ 営業が縮小されたこ

とによって勤務が減った側面と 、 職場の過密による感染拡大を防止する側面の、 両面

があったものと考えられます。

　 また、 勤務が減少したことを前向きに捉え、 技能継承の機会と して活用している職

場もあり ました。 このよう なやむを得ない事情による休業を前向きにとらえるために、
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政府の雇用調整助成金は有効なのではないかと考えられます。

　 アンケート 調査の回答を見ても、 国や自治体に求める政策と し て、「 雇用調整助成

金の拡充や期限の延長」、「 雇用調整助成金をはじめとする各種助成金・ 給付金・ 支援

金などの申請事務支援」 を求める回答が多く あり ました。 今回のアンケート とは別に、

雇用調整助成金の申請事務作業が煩雑で、 特に中小・ 零細企業では申請をすることが

難しいという 声も届いています。

　 雇用調整助成金は、 雇用を維持し 、 経営を守るために設立さ れた制度で、 今回のコ

ロナ禍においては早く から活用が進められていました。 また厚生労働省が、 わざわざ

派遣社員向けの申請案内を作成し、 派遣切り の発生を抑制し よう と し ていたこと も、

今回のコロナ禍の特徴です。 しかし 、 申請手続きが煩雑であることが、 申請手続きを

抑え込んでいることは問題です。 申請制度の改善を要求すると と もに、 労働組合間の

協力によって、 例えば申請手続きの共同学習会や、 あるいは共同での書類作成作業を

行う などの、 新しい取り組みが求められます。

６ ， 共にできること

　 以上の分析から、 愛労連と して労働組合のみなさんと共に取り 組みたいことを考察

します。

　 まず第一に、 アンケート 調査の継続実施です。 今回のアンケート では、 コロナ禍に

際し て労働組合が直面している状況を明らかにするために、 様々な設問を用意しまし

た。 思いの外たく さ んのご回答をいただいた上に、 愛労連と 労働組合のみなさ んと、

共にできることがあるのではないかと思い至り 、 今後は労働組合のみなさ んの思いや

ニーズを把握し 、 共にできることを追求し ていきたいと 考えます。 また同時に、 コロ

ナ対策を含め、 政府に有効な対策を求めるための、 調査も進めます。

　 第二に、 労働組合間の情報共有が十分になされていないことが明らかになり ました。

今後は意見交流会や学習会などを開催し、 情報共有を進める必要があり ます。 特に、

非正規社員の解雇が日本の労働組合のアキレス腱となっていますが、 労働組合間の離

職者の支援活動や、 雇用調整助成金の共同の取り組みなど、 できることはあり ます。

　 愛労連は、 今後も労働組合のみなさ んと共に、 力を合わせて活動を推進していきま

すので、 引き続きご協力をお願いします。

以上

日本福祉大学非常勤講師　 天池洋介
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コロナ禍における労働組合の職場活動アンケート 調査結果

実施時期　 　 2020 年 12 月～ 21年１ 月

集約組合数　 215 組合（ 愛労連傘下： 49 組合、 中立組合： 166 組合）

業　 種　 　 　 アンケート に記載してもらった業種の分類は、 総務省の産業分類表を参考に

した分類を行ない 29 種類となっているが、 調査結果の検討に向けては、 産業

分類を大別し 、 ８ 種類に統合した。

　 　 　 　 ③建設業　 29 組合（ 13.6％）　 建設業と砕石・ 砂利採取業を統合

　 　 　 　 ④製造業　 69 組合（ 32.2％）　 ＊変更なし

　 　 　 　 ⑦運輸業　 49 組合（ 22.9％）　 ＊郵便を削除、 一部回答を変更、 旅客と貨物を分離

　 　 　 　 　 ⑦⑴貨物運送業　 29 組合（ 13.6％）　 　 　 　

　 　 　 　 　 ⑦⑵旅客運送業　 20 組合（ 9.3％）

　 　 　 　 ⑧卸売業　 14 組合（ 6.5％）　 ＊変更なし

　 　 　 　 ⑬医療福祉保育教育業　 16 組合（ 7.5％）　 医療・ 福祉・ 保育・ 教育学習を統合

　 　 　 　 〇26サービス業　 25 組合（ 11.7％）　 情報通信・ 金融保険・ 不動産物品賃貸・

　 　 　 　 専門サービス・ 自動車整備機械修理・ 警備・ その他サービスを統合　

　 　 　 　 〇29その他業種　 12 組合（ 5.6％）　 農林漁業・ 娯楽業・ 協同組合団体・ 分類不能業種

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 を統合

　 　 　 　 なお、 アンケート 集約のう ち１ 組合は無回答であった。

問（ １ ）

F1． 下記の産業分類表より 、 貴職場の事業が該当する業種をお選びく ださ い。

　 　 幅広い分野で事業展開し ている場合は、 中心と なる事業をお選びく ださ い。（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 農業・ 林業・ 漁業 2 0.9 0.9

２ 鉱業・ 採石業・ 砂利採取業 1 0.5 0.5

３ 建設業 27 12.6 12.7

４ 製造業 69 32.1 32.5

５ 電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業 0 0.0 0.0

６ 情報通信業 3 1.4 1.4

７ 運輸・ 郵便業 48 22.3 22.6

８ 卸売・ 小売業 13 6.0 6.1



（ １ ） 2 0 2 0 年３ 月期の業績
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９ 金融・ 保険業 4 1.9 1.9

10 不動産・ 物品賃貸業 2 0.9 0.9

11 飲食業 0 0.0 0.0

12 宿泊業 0 0.0 0.0

13 医療 8 3.7 3.8

14 福祉 1 0.5 0.5

15 介護 0 0.0 0.0

16 保育 2 0.9 0.9

17 教育・ 学習支援 6 2.8 2.8

18 専門サービス． 学術研究機関 1 0.5 0.5

19 洗濯・ 理美容・ 浴場 0 0.0 0.0

20 旅行業 0 0.0 0.0

21 娯楽業 1 0.5 0.5

22 廃棄物処理 0 0.0 0.0

23 自動車整備・ 機械修理 1 0.5 0.5

24 建物サービス 0 0.0 0.0

25 警備 1 0.5 0.5

26 その他サービス業 13 6.0 6.1

27 協同組合・ 団体 7 3.3 3.3

28 公務 0 0.0 0.0

29 分類不能 2 0.9 0.9

不明・ 無回答 3 1.4

全体 215 100.0 212

（ 1） 2020 年３ 月期決算（ 前期決算） での業績は、 昨年実績に比べてどう でし たか？（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 上回っている 27 12.6 12.6

２ 同水準 42 19.5 19.6

３ やや下回った 73 34.0 34.1

４ 大きく 下回った 58 27.0 27.1

５ 組合と し てつかんでいない 14 6.5 6.5

不明・ 無回答 1 0.5

全体 215 100.0 214



（ 2） ４ 月－６ 月四半期決算での売上・ 利益は、 昨年実績に比べてどう でし たか？（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 上回っている 20 9.3 9.4

２ 同水準 26 12.1 12.2

３ やや下回った 63 29.3 29.6

４ 大きく 下回った 92 42.8 43.2

５ 組合と し てつかんでいない 12 5.6 5.6

不明・ 無回答 2 0.9

全体 215 100.0 213

（ ２ ） ４ 月－６ 月四半期決算での
売上・ 利益
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　 20 年３ 月期決算で前年を下回ったとの回答は131 組合（ 61％） を示し 、 ２ －３ 月期だ

けでも決算に大きな影響を与えていることを物語っている。

　 業種をみると、 運輸業 79.6％、 卸売業 64.3％、 サービス業 64％、 製造業 62.3％、 建

設業 51.7％と なるが、「 大きく 下回る」 と 回答し たのは、 運輸業 46.9％、 サービス業

32％、製造業 24.6％となり 、いずれも運輸業がト ッ プである。 なかでも、運輸業のう ち、

旅客に関わる業種は影響が大きく 75％の企業で「 大きく 下回る」 と回答している。

問（ ２ ）

　 ４ －６ 月期の４ 半期決算状況については、 201 組合（ 93.5％） がつかんでおり 、 う ち

前年比減が 155 組合（ 72.1％） あり全般的な業種に影響を与えている。

　 業種をみると 、 運輸業 89.8％、 サービス業 84.0％、 建設業 75.9％、 製造業 65.2％、

その他業種 58.3％と なるが、「 大きく 下回る」 と回答し たのは、 運輸業 69.4％、 その

他業種 41.7％、サービス業 40.0％となり 、いずれも運輸業がト ッ プである。 なかでも、

運輸業のう ち、 旅客に関わる業種は影響が大きく 、 ４ －６ 月期の落ち込みがあると答

えた組合のすべてが「 大きく 下回る」 と回答している。 同じ運送でも貨物関係の「 大

きく 下回る」 との回答は、 全体の 51.7％と旅客関係より少なく なっているが、 他の業

種より も多く なっている。



（ 4） 今後の資金繰り はどう ですか？（ 会社はどう 説明していますか？）（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ と く に問題ない 123 57.2 57.7

２ 資金繰り に苦慮し ている 34 15.8 16.0

３ 資金ショ ート の可能性もある 3 1.4 1.4

４ 経営側からの詳し い説明は無い 53 24.7 24.9

不明・ 無回答 2 0.9

全体 215 100.0 213

（ ３ ） 今後の受注・ 売上見込み

（ 3） 今後（ 下期） の受注・ 売上の見込みはどう ですか？（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ ほぼ改善の見込み 26 12.1 12.1

２ 上期より は多少改善する 64 29.8 29.9

３ 改善の見込みは厳し い 67 31.2 31.3

４ さ らに悪化する見込み 19 8.8 8.9

５ 見通しがたたない 18 8.4 8.4

６ 組合と し てつかんでいない 20 9.3 9.3

不明・ 無回答 1 0.5

全体 215 100.0 214
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問（ ３ ）

　 受注見込みでは、 90 組合 41.9％で回復見込みが期待さ れているが、 改善の見込み

は厳し い③、 あるいはさらに悪化する見込み④や見通し たたず⑤と 答えていると こ

ろが 104 組合 48.4％示している。 業種を見ると 、 回答③④⑤を回答しているのが、 建

設業 65.5％、 運輸業 65.3％、 サービス業 52.0％、 製造業 43.5％、 医療福祉保育教育業

31.3％となっている。 さ らに④⑤の回答が多いのは、 運輸業・ サービス業・ 医療福祉

保育教育業と対人業種が多く 、 特に移動に制約が付けられている旅客運輸は、 11 組

合 55％となっている。 旅客運輸業界の先行き不透明感が色濃く 表れている。

問（ ４ ）



（ 5） 親会社や主要取引先、 市場の動向などで気がかり なこと はあり ますか？（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 特にない 104 48.4 48.8

２ 少し ある 80 37.2 37.6

３ 深刻である 29 13.5 13.6

不明・ 無回答 2 0.9

全体 215 100.0 213

（ ４ ） 今後の資金繰り

（ ５ ） 今後の経営で気がかり なこ

と
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　 資金繰りについて、 各企業が組合に対しどこまでの情報を開示しているのかは定か

ではないものの、 資金繰り に苦慮あるいは資金ショ ート の可能性にまで言及し たと

ころは 37 組合 17.2％回答していることは、 深刻な状況であったことを浮き彫り にさ

せている。 特にこの回答は、 運輸業界 15 組合（ 32.7％） サービス業６ 組合（ 24.0％）、

医療福祉保育教育４ 組合（ 25.0％） とやはり 対人業種が多く なっており 、 運輸のなか

でも旅客関係が９ 組合（ 45％） と群を抜いている。

問（ ５ ）
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　 気がかり 材料について詳細な状況は不明だが、 深刻であると答えた 29 組合中運輸

業が 13 組合 24.5％、 製造業が 10 組合 14.5％、 医療福祉保育教育業が４ 組合 25.0％と

なっている。 運輸業の中でも旅客が12 組合と ６ 割の高率を示している。 また、 病院

現場で２ 組合、自動車学校、乳児保育現場からも「 入所が無い」 ことを理由に「 深刻」

と回答している。 人の密を避ける行動が、 対人業種に対し深刻な影響を表しているこ

とが伺われる。

問５ –記述欄（ 86 組合）

・ 車両製造の工場閉鎖等による、 売上減への対応

・ グループ企業の大幅な落ち込み

・ 関連会社が、 人員不足により 、 当社との関連事業から手を引く 可能性がある。

・ コロナ禍で夜の町が動いていない。（ タクシード ライバー）

・ 乗務員の売り上げが激減

・ 他社の競争が激化している。

・ コロナによる仕事量の低下。

・ 観光バスの需要回復にはまだまだ時間がかかると思われる。

・ 業績悪化

・ 減産による受注の低下

・ 合理化を進めていく 可能性あり 。

・ 賃金等

・ 荷動きが悪く 、 業績悪化につながる

・ 取引先の業績の動向

・ 商流が回復しておらず、 取引先に依存している為

・ 取引先（ 中小、 零細） の倒産リ スク増

・ コロナウイルスの影響で外食市場が落ち込み、 オリ パラの需要も計画通り ではない。

量販では競合に負けている。

・ 工事現場での作業がとまる

・ コロナの影響による市場縮小

・ 自動車業界や製造業の動向

・ 経営

・ 行動制限のある中での動向が読めない

・ 取引先の生産状況

・ 新型コロナの影響による顧客の投資計画の見直しなど

・ メ ーカー等設備投資計画の見直し

・ コロナ禍による取引先の設備投資縮小

・ 市況が悪化するニュースしか流れてこない

・ 親会社の赤字

・ 自動車関連コロナ以前にもどったとの報道があるが、 そこまで受注が増えない

・ 自動車業界の今後の動向が気になる

・ 新型コロナが世界的に落ち着かないと人の移動が制限されるため、 市場が静止状態に
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ある

・ 旅行業界の苦境が心配。 大きな広告主なので

・ 店舗数の減少により 、 営繕等の業務の減少

・ 主要取引先の 1つが解散

・ 市場の回復がいつになるか分からない

・ お客様から「 厳しい」 という 声を聞く 、 受注数が減っている

・ 1. 自粛要請にともなう 人の移動の制限　 2. 新しい生活様式に業界自体が対応しよう と

していない。 　 3. コロナ禍により 失業者が増大し就業者が増える傾向に有るが市場規

模は縮小傾向に歯止めどころか加速傾向にある

・ 親会社が赤字になった

・ 自動車部品の変更が心配、 ガソリン車から電気自動車など

・ コロナ禍で業績が悪化しないか心配です。

・ 製造ラインの縮小

・ 事業市場の縮小化

・ 主力製品が減産傾向

・ 主要取引先からの受注が激減

・ コロナ禍の影響を受けて厳しいと説明有

・ 受注・ 消費税等

・ 改善見込みの要素が見当たらない。

・ 市場の回復見込みがまったく 見えない

・ 主要取引先の業績の悪化

・ 取引先の減少や親会社の資金

・ コロナ禍でパート の手作業が減っているので先行が不安。

・ 海外取引減

・ 世界的なコロナ拡大により得意先や海外市場の動向が気がかり である

・ 受注の減少

・ 主要取引先の業績回復が遅れている。 ガソリンから電気への移行も心配である。

・ コロナ禍の影響

・ グループ全体で業績が悪化しており、 製造拠点の再編成で事業所の閉鎖の可能性があ

り う る。

・ 物流の停滞

・ 主要取引先のコロナによる売上減による影響

・ 車の売り上げ＋生産量

・ 電動化に政府もシフト しているので

・ 設備投資の凍結、 事業の縮小

・ 取引先は零細企業で代表者高齢な所が多い。 店閉まい増える

・ コロナによる外出の減少により 同業のこれから

・ 今後の見通しが不透明なため不安な日々を送っている

・ 子どもの入所が少ない

・ コロナ禍で収入が減る



（ 6） 会社の当面の経営方針をつかんでいますか？（ 情報開示されていますか）（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ つかんでいる 129 60.0 60.3

２ つかんでいない 53 24.7 24.8

３ 経営方針が明確でない 26 12.1 12.1

４ その他 6 2.8 2.8

不明・ 無回答 1 0.5

全体 215 100.0 214

（ ６ ） 経営方針
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・ 乗客の減少

・ コロナ禍での見通しが分からない

・ タクシー利用客がへった

・ コロナによる収客の減少

・ 内容が悪すぎ

・ 取引先の生産量が下がっている

・ コロナ禍の影響で、 これまで進めてきた設計業務が延期や取止めになる可能性がある

・ 荷扱い量減による同業他社のダンピングのため仕事が流れている

・ 雇用調整助成金なしでの利益確保の策が明確でなく 、 迷走している感がある

・ 生産・ 海外市場

・ 海外情勢により左右される

・ JR 東海は新幹線での収益により持っているので先行きが見通せない以上大変深刻。

・ コロナで物流がどう なるか不安

・ 授産施設では商品の販売ができず利用者に工賃が払えない。

・ 国や自治体による自粛要請により開催が左右される事が多い

・ 新規事業に取り組まなければならない状況。

・ 経営難、 品物・ 原料の調達

・ コロナ、 米中関係など

・ 2021 年度春闘に対しどう 取り組んでいく か

問（ ６ ）



（ 7） コロナ禍による一時休業（ 在宅勤務を含む） は実施さ れまし たか？（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 現在まで実施さ れていない 67 31.2 31.9

２ 休業（ 在宅勤務） があったが解消された 75 34.9 35.7

３ 休業（ 在宅勤務） を継続中 63 29.3 30.0

４
今後、生産調整・ 業績悪化を理由にした休業（ 在宅勤務）が実施・
拡大される危険がある

5 2.3 2.4

不明・ 無回答 5 2.3

全体 215 100.0 210

（ ７ ） 一時休業の実施状況
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　 経営方針について組合が 129 組合（ ６ 割） でつかんでいることは、 健全な労使関係

が保たれていることが伺われる。しかし 、つかんでいない組合が53組合・ 1/4にのぼっ

ていることは、組合の形骸化も懸念される。経営方針が不明確と回答した 26組合では、

組合側に問題があるのか、 経営側の問題なのか定かではないが、 受注に頼ってマンネ

リ 化した経営状態が続いているのかもしれない。 この傾向は、 受注産業である貨物運

送業、 サービス業が多く 、 次いで製造業に多く 見られた。

問（ ７ ）

　 コロナ禍での一時休業やテレワークが実施されたのが 138 組合（ 64.2％） にも及ん

でいるのは驚きである。 ただし 、 テレワークと一時休業とでは、 意味合いが異なって

く るので、一括りでの議論が良いかどう かは疑問となる。自由記載欄からは記載のあっ

た 36組合のう ち 12組合がテレワークを実施したと答えている。この比率で考えると 、

2/3 が一時休業で 1/3 がテレワークとも推測される。 一時休業やテレワークの実施し

た企業は、 全業種にわたっているが、 卸売業で 85.7％、 サービス業で 80.0％、 その他

業種で 75.0％、 建設業で 69.0％、 製造業で 62.3％と なっているが、 運輸業では旅客と

貨物の格差が大きく 旅客で 85％なのに対し貨物は34％にとどまり 、 今後の対応につ

いても貨物では拡大する可能性はなく なっている。
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問７ –記述欄（ 36 組合）　 ＊注： 網掛は在宅ワーク

・ 交代での割当休業の取得

・ ３ 月～４ 月は、 休業

・ 社員の一部を交代にて在宅ワークにしている。

・ 違う 支社では継続している部署もある

・ 緊急事態宣言期間の旅行支店を休業させた。

・ 加工量の減少に伴う

・ 現場の不稼働の為、 休業を実施

・ 在宅勤務によるテレワークの実施

・ 生産調整・ 業績悪化ではなく 新型コロナウイルス感染予防策として時差出勤・ 在宅勤

務を推奨中

・ ２ ヶ月（ ４ 月・ ５ 月） の在宅勤務の実施

・ リモート ワーク（ 在宅勤務） を実施した。

・ 感染防止のための在宅勤務は実施しています。

・ 週１ 日勤務でその他は帰休。

・ 支店内の在宅勤務率 50％と 、 本社より指示があり現在実施中。

・ 売上げ採算ベースに達せず当社と して独自に市場供給量を減少させ、 一定水準の確保

する施策をとっている。 雇用助成金を利用しないと組合員の一定水準の収入を確保す

るのが困難との認識

・ 東京の営業所で一部の人が在宅勤務を不定期にしている

・ 事業所内の一部の課で　 12 月末まで実施

・ 過去に生産調整有り 、 今後も継続される可能性有

・ 製造ラインの休業

・ 一部社員を全休業、 出勤日数を制限し、 休業補償対象にしている。

・ 生産量の低迷

・ 営業部は在宅勤務

・ 休業を行ない部署によっては、 在宅勤務を行なっている

・ 売上げが減少しているので国に休業保障の申請をしている。

・ 工場、 営業店所の一斉休業又は工場のみの休業実施

・ 仕事減

・ 日別の作業量、 得意先の稼働状況を考慮しながら雇用調整している

・ 毎週金曜日を対象に休業日を実施中。

・ 客先からの注文減による生産調整

・ 休業

・ コロナの影響によるテレワーク、 生産量減少による一部休業

・ 交替で特別休暇が与えられた。

・ 製造業なので在宅はできないが少し休んでもらったり技術継承をしたり している。

・ 一部の従業員が在宅勤務を行ったが、 一時休業は行われなかった。

・ 感染防止対策のため

・ 業務減少



（ 8） 夏季一時金の回答は昨年に比べてどう でしたか？ (SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 上回った 13 6.0 6.3

２ 同水準 112 52.1 53.8

３ やや下回った 53 24.7 25.5

４ 大きく 下回った 30 14.0 14.4

不明・ 無回答 7 3.3

全体 215 100.0 208

（ ８ ） 2 0 夏季一時金の昨年比
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問（ ８ ）

　 コロナ禍の中で、 中小企業では社員の退職を防ぐため、 夏季一時金を昨年水準に維

持してきたことはよく 耳にした。 このため、 昨年水準の維持に資金繰り を含め経営側

の努力が見られる結果となった。 上回った企業は、 13 組合あるが、 貨物運送で５ 組

合となっており 、 製造業も３ 組合（ 自動車関連業種以外） あった。 下回った・ 大きく

下回った企業は、 83 組合 38.7％にのぼり 、 大きく 下回ったと回答した 30 組合は運輸

業 13組合、 製造業 11 組合、 サービス業４ 組合となっており 、 運輸業の内訳では旅客

が７ 組合、貨物が６ 組合となり 、旅客運送では 20 組合中９ 組合が前年を下回っている。

旅客運送は、 業界とともに労働者の生活も脅かしている。 これを裏付けるよう に、 21

年３ 月には県下で４ 社のタクシー会社が破産し、 タ クシー労働者の賃金もこの１ 年間

で、 年収約 100 万円も下がっている。（ 愛自交・ 組合員調査）

問８ –記述欄（ 57 組合）

・ ４ ～６ 月のコロナによる自動車業界の売上減少

・ 業界全体が下方気味である。

・ 新型コロナウイルスの感染拡大による、 物流の低下

・ 一時金は、 もとから無し 。

・ コロナ禍による受注減

・ コロナにより先の見通しが立たないことから

・ 経済に影響されるため
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・ 作業量の減少

・ コロナ禍による売上減、 先行不透明

・ 新型コロナウイルス感染拡大によるものではなく 、 当社経営都合によるもの。

・ コロナ禍による売上減少

・ コロナ禍による業積悪化

・ 利益水準の低下

・ やや業績が低下したため

・ 業績悪化

・ 昨年に対し減益予想のため

・ 新型コロナによる業積不振。

・ コロナによる売り 上げ減少

・ コロナウイルスの影響で先行きがまったく 見えないため。

・ 市況の悪化　 コロナと市場規模の縮小と

・ 売上ダウン、 今後も下がることが予想される為

・ コロナで仕事量減となった為。

・ コロナの為（ 上期） 受注減で売上が減った為

・ コロナウイルス感染症による受注減のため、 売上げが下がったため。

・ 仕事量が下った（ 特に主力製品）

・ コロナ禍の影響を受けて、 厳しいと説明有

・ 賞与無し

・ コロナ禍による先行きの不安による。

・ コロナ禍における大幅な業績悪化。

・ 営業利益が下回る予想だった

・ 収入が減ったから。

・ 対前年比の売上・ 利益 DOW N

・ コロナ

・ コロナ禍による業績悪化の為

・ 会社の業績悪化のため。

・ コロナにより 、経常利益が大きく 下がった。今までにない不景気で先行きが見えなかっ

た。

・ 利益が昨年同等確保が難しい為

・ 昨年度より 業績は良く なったが赤字である。・ グループの損益も厳しい状況が続く 。

・ コロナによる収支悪化

・ 売上減

・ コロナ禍で先が不透明なところに原因があった

・ コロナの影響による売上減少

・ 業績が前年比２ 割減。

・ 売り 上げの悪化。 コロナで物が動かない

・ コロナによる受注・ 生産の減少

・ ゼロ回答



（ 9） 正規労働者について： コロナ禍のもと 、 労働条件の切り 下げや人員削減などリ スト ラ提案

の動きはあり ましたか？（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 特にない 183 85.1 86.3

２ 提案が出てきそう （ 心配） 20 9.3 9.4

３ すでに出ている、 あるいは実施さ れた 9 4.2 4.2

不明・ 無回答 3 1.4

全体 215 100.0 212

（ ９ ） 労働条件切り 下げ・ リ スト ラ
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・ 売上がさがった

・ コロナが原因

・ 単年度黒字（ 昨年度） がでたものの車両代替等経費負担が懸念されるため

・ 収支の悪化

・ 海外での生産がコロナにより一時スト ッ プしたこと

・ 参考　 2020 年冬の一時金は昨年を 0.7 ヶ月下まわった。 夏季は春斗時に妥結　 昨年（ 同

水準）

・ コロナ拡大を理由にされた

・ コロナ感染症

・ 売上げ減少

・ 13 工場全体で売上げが下がったのか

・ コロナ感染による休診、 入院受け入れ停止、 受診者減など

問（ ９ ）

　 正規社員に対し、 人員削減・ リ スト ラが実施さ れたのは９ 組合（ 4.2％） と なって

いるが、 賃金減額などがほとんどで人員削減が実施された、 という 結果にはなってい

なかった。 業種をみると製造業で４ 組合、 運輸で４ 組合（ う ち３ 組合が旅客）、 その

他業種で１ 組合となっている。 問８ と同様、 社員の退職防止に努力され、 雇用調整助

成金を活用しても賃金減額を食い止めることはできなかったのではないか、 と思われ

る。



（ 1 0 ） 非正規のリ スト ラ提案

（ 10） 非正規労働者（ 派遣・ パート ・ 契約社員など） について： コロナ禍のもと 、 労働条件の切

り 下げや人員削減（ 雇い止めを含む） などリ スト ラ提案の動きはあり まし たか？（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 特にない 164 76.3 77.4

２ 提案が出てきそう （ 心配） 27 12.6 12.7

３ すでに出ている、 あるいは実施さ れた 21 9.8 9.9

不明・ 無回答 3 1.4

全体 215 100.0 212
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問９ –記述欄（ ８ 組合）

事務職など内勤者の役職手当の暫定的な減額（ 7月から来年 6月まで、 役職に応じて 10

～ 60％カッ ト ）

給与改正

時短によるさまざまな手当の不支給

会社の統廃合の話有。

出勤制限

人員削減の話はあった

ボーナスカッ ト

成果の指標、 相対評価から絶対評価、 ボーナスの査定に影響

問（ 1 0 ）

　 問９ に比べ、 非正規に対する人員削減は容易に行われる傾向が表れている。 東京商

工リサーチの調査によると 、21年 2/1現在での経営破たん件数は1000件となり 、解雇・

雇止めは 84883 人にのぼると発表されている。 非正規であるアルバイト ・ パート のシ

フト 削減も正規に比べ容易に行われたものであることは免れない。

　 アンケート では、 非正規に対する人員削減の実施について、 １ 割程度の21 組合で

確認されるが、 その内容は記述回答でも判るよう に、 契約・ 派遣社員、 高齢者・ パー

ト に表れている。 また、 その業種をみれば、 製造業 11 組合、 運輸業６ 組合が多く 、

運輸の中でも旅客運送は２ 割の企業で実施されている。 問３ あるいは問７ との関連性

が強いことを示している。



（ 11） 雇用・ 労働条件についての事前協議・ 同意協定は締結さ れていますか？（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 同意協定あり 154 71.6 74.8

２ 事前協議協定のみ 17 7.9 8.3

３ 事前協議・ 同意協定はないが同意慣行あり 13 6.0 6.3

４ 事前協議・ 同意協定はないが事前協議の慣行のみあり 10 4.7 4.9

５ 慣行も無い 12 5.6 5.8

不明・ 無回答 9 4.2

全体 215 100.0 206
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問 1 0 –記述欄（ 23 組合）

・ 自動車工場の夜間非稼働による派遣人員縮小

・ 65 歳以上の契約社員の雇い止め（ ６ 月末） パート 、 アルバイト へも雇い止めがされて

いく

・ 派遣社員３ 名について、 契約期間の更新が無かった（ 契約期間の満了をもって退職）

・ 派遣社員の契約打切

・ 正規労働者のみ雇用

・ 派遣社員契約終了

・ 業績悪化による派遣社員の契約打ち切りなど。

・ 派遣社員の契約解除

・ 派遣社員の雇い止め。

・ 派遣の人数を減らす

・ 数名のパート 社員が辞めた

・ 高齢者（ 70 才以上） の再契約の見直し

・ 派遣切りは行われている。

・ パート の労働時間削減、 120 時間→ 80時間へ。

・ 派遣社員の雇い止め

・ 一部派遣社員の契約を解消した

・ 会社の統廃合の話有

・ 出勤制限

・ 生産にともない人員削減あり 。

・ 生産減による予算見直しで期間満了の派遣社員に退職してもらった。

・ 更新できない方もいた

・ 契約期間満了を理由とした雇い止め。

・ 派遣職員の雇い止め。 特に事務系職員。



（ 12） 経営方針・ 生産計画・ 経営組織などの経営問題について労使で協議していますか？（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 団体交渉で協議し ている 98 45.6 47.1

２ 労使懇談会など団体交渉以外で協議している 61 28.4 29.3

３ 協議していない（ 協議できない） 49 22.8 23.6

不明・ 無回答 7 3.3

全体 215 100.0 208

（ 1 1 ） 雇用・ 労働条件についての
事前協議・ 同意協定は締結さ れて
いますか？（ SA ） 件数
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問（ 1 1 ）

　 同意協定及び事前協議協定の存在は、 労働組合の存続年数の歴史を物語っている。

S40 ～ 50 年代に結成し た労働組合は、 最大の要求項目と して、 スト を背景にこの同

意協定等の締結に力を注いでいた。 最近（ 平成時代以降） 結成した組合において、 こ

う した協定を結ぶことに注力することより も、 具体的要求事項の前進に力を注がれる

よう になっている。 同意協定は、 組合と会社の相互信頼の上に存在しているものであ

り 、 こう した背景があるから問３ や問６ の回答につながっているものと思われ、 さら

に問 12 の経営協議にも結び付いている。 その際、 重要なのは組合が経営側の補完的

な道具として利用されず、 キチンと労働者側からの目線でモノ を言っているかどう か

となる。

　 アンケート 結果では、 同意協定の締結割合はかなり 高く 154 組合 74.8％となってい

る。 業種では、 医療福祉保育教育業が 50％台であるが、 他の業種は７ 割以降となっ

ており 、 特にその他業種では９ 割も同意協定の締結を行なっている。 ただ、 愛労連関

係と中立労組を比べた場合、 中立労組が 131 組合 79％を占めたのに対し 、 愛労連系

は 23 組合 47％に留まっている。 これは、 愛労連系労組に少数組合が多いことが起因

されると思われる。



（ 1 2 ） 経営方針・ 生産計画・ 経営
組織などの経営問題について労使
で協議してますか？（ SA ） 件数

（ 13） コロナ禍のもとで、 組合運営に支障をきたし たこと は何ですか？（ 複数回答可）（ M A ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 特にない 56 26.0 26.5

２ 団体交渉ができなかった 20 9.3 9.5

３ 執行委員会など組合の会議ができなかった 46 21.4 21.8

４ 組合員同士の交流会ができなかった 126 58.6 59.7

５ 組合ニュースが発行できなかった 2 0.9 0.9

６ その他 14 6.5 6.6

不明・ 無回答 4 1.9

全体 215 100.0 211
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問（ 1 2 ）

　 経営問題での協議内容についてまでは分らないものの経営計画を労使協議していく

ことは、 重要な取り 組みである。 しかし 、 その協議が組合活動の足かせにならないよ

う に注意しなければならないことは言う までもない。 団体交渉の場での論議は、 それ

ほど深く 入り 込まないとは思う が、 できれば経営協議会などを設置し、 経営計画に対

し労働者目線でモノ をいう 事は重要である。

　 アンケート 結果では、 団体交渉や各種協議会で協議しているのは全体の７ 割以上と

なっている。 この結果は、 愛労連傘下組合と中立組合とを比較しても大差ない。 しか

し 、 協議会などで協議していると ころに絞ってみると 、 61 組合と ３ 割弱になり 、 建

設業界での比率は少なく なっている。 また、 愛労連系と中立労組系を比べた場合、 愛

労連系が２ 割程度なのに対し、 中立系は３ 割程度となっている。 ここにも愛労連系労

組に少数組合が多いことが伺われる。



（ 14） 職場で新型コロナ陽性者が出たこと はあり ますか？（ SA ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ ある 64 29.8 30.2

２ ない 129 60.0 60.8

３ 濃厚接触者（ 検査対象者） が出た 14 6.5 6.6

４ わからない 5 2.3 2.4

不明・ 無回答 3 1.4

全体 215 100.0 212

（ 1 3 ） コロナ禍のもとで、 組合運
営に支障をきたしたことは何です
か？（ 複数回答可）（ M A ） 件数
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問（ 1 3 ）

　 コロナ禍の元で、 まさし く 労働組合運動が直面している課題はこのことである。 経

営は、 上位下達で成り立つものの、 労働組合運動は多く の意見を反映した組合民主主

義が貫かれなければならない。 執行委員会ができてなかった、 組合員同士の交流会が

できなかったと回答したところは、 172 組合 80% にも上っている。

　 団体交渉ができなかったと回答したのは 19 組合であるが、運輸が 12 組合（ 24.5％）

とダント ツに多く 、 その中でも旅客が７ 組合（ 35％） を占めている。

　 組合員交流ができなかった回答した 124 組合では、 サービス業 76％、 その他業種

75％、 建設業 62.1％となっているものの運輸業は 46.9％にとどまっていた。 これらの

ことから旅客運送では、 組合員交流ができる・ できないに関わらず、 営収の落ち込み

が激しかったため団体交渉に至らなかったことを物語っている。

　 なお、 回答の２ . ３ . ４ すべてができなかったと回答した組合も４ 組合あった。 対面

行動を警戒するあまり 、 組合運動にどのよう な支障が出たのか、 さらに詳細な分析が

必要かとも思われる。



（ 1 4 ） 職場で新型コロナ陽性者が
出たことはありますか？（ SA ） 件数

（ 15） コロナ禍終息の見通しが立たないもとで、必要だと思う国や自治体の対策についてお答えください。（ 複数回答可）（ M A ）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ 雇用調整助成金の拡充や期限の延期 82 38.1 39.2

２ 雇用調整助成金をはじめとする各種助成金・ 給付金・ 支援金などの申請事務支援 57 26.5 27.3

３ 中小企業や個人事業主に対する支援制度の拡充 81 37.7 38.8

４ 消費税の減税 76 35.3 36.4

５ PCR などの検査態勢の拡充 117 54.4 56.0

６ 医療機関や介護・ 福祉施設に対する支援と 財源確保 91 42.3 43.5

７ 保健所の増設、 保健師の増員など公衆衛生行政の拡充 39 18.1 18.7

８ 国民一律２ 回目の特別定額給付金 64 29.8 30.6

９ その他 7 3.3 3.3

不明・ 無回答 6 2.8

全体 215 100.0 209

（ 15）－２ （ 15）で「 ④消費税の減税」を選んだ方にお聞きします。 何％に引き下げるべきだと思いますか？（ SA）

No カテゴリ 件数 全体（ % ） 除不（ % ）

１ ０ % 14 6.5 16.3

２ ３ % 7 3.3 8.1

３ ５ % 58 27.0 67.4

４ ８ % 7 3.3 8.1

不明・ 無回答 129 60.0

全体 215 100.0 86
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問（ 1 4 ）

　 愛知県内のコロナ患者数は2020年12月末現在で 16500人を数え、県内人口比0.22％

と なっている。 陽性者及び濃厚接触者のアンケート での発生率は78 社 36.3％と 1/3

以上となり 、業種をみるとほぼ全業種で 30％前後となっており 、卸売業で 50％となっ

ている。 職場面積の広い職場（ 多数店所を含む） であれば、 すぐに我が身とはならな

く ても良いかと思う が、 感染予防対策、 あるいは感染時の対応は万全を期すことが求

められる。 また、 感染ないし濃厚接触対象者となった際の休業補償制度がどのよう な

ものであったか、 各組合の労使交渉の動向も調査する必要があるかとも思われる。



（ 1 5 ） コロナ禍終息の見通しが立たないもとで、 必要だと思う国や
自治体の対策についてお答えく ださい？（ 複数回答可）（ M A ） 件数

（ 1 5 ） －２
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問（ 1 5 ）

　 アンケート の回答は平均で３ つの複数回答を行なっている。 このため、 個人の休業

支援・ 生活防衛、 国の支援策などの回答で選択されたものと思われる。

　 回答分類を、 Ａ 類（ 回答１ . ２ . ３ ： 制度・ 支援金関係）、 Ｂ類（ 回答４ ： 消費税引

き下げ＝生活防衛）、 Ｃ 類（ 回答５ ： 検査体制充実）、 Ｄ 類（ 回答 6.7： 医療公衆衛生

充実）、 Ｅ 類（ 回答８ ： 個人生活防衛） に分類した場合、 それぞれのグループの何ら

かに回答した組織は、 Ａ 133 組合、 Ｂ 75 組合、 Ｃ 117 組合、 Ｄ 99 組合、 Ｅ 64 組合

となる。 そう すると 、 制度・ 支援金関係への要望が６ 割を超えてく る。 家計とともに

経営を守る要望を多く の組合で内包していることが伺われる。 また、 検査体制の充実

を求める声も５ 割を超えており 、 コロナが蔓延するなかで“ 安心” が担保できる施策

の充実を求めている。 安心と安定は、 労働者の多く の願いであり 、 これらの充実を国

はしっかり と受け止める必要があるだろう 。

　 雇用調整助成金などの事務支援も 57 組合 26.5％を示しているが、 申請について経

験したところの回答が多かったのではないか、と思われる。私たちの元に届く 声も、「 事

務作業が多すぎて中小・ 零細企業ではなかなか雇用調整助成金が使いにく い、 それを

受けるために費用が掛かるのでは、 何のための支援策かわからない」 という よう なも

のであり 、 事務作業の簡素化・ 迅速処理が求められている。 特にこの傾向は、 今回雇

用調整助成金の申請を始めて行なった運輸業に多い。 この点も国は、 真摯に受け止め

る必要がある。

　 医療機関等への支援策を求める回答が91 組合 42.3％、 保健所等公衆衛生への要望

も 39 組合 18.1％と多かったのは意外だった。 消費税減税については、 76 組合 35.3％

と意外に冷ややかにみている感があり 、 現実性の問題に配慮した格好となっている。

ただ、 減税幅についての要望は、 ５ ％が主流の回答となっている。


